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令和８年度第1回
久留米市学校給食運営審議会

日時 令和8年7月10日（金）18時30分
場所 市庁舎 308会議室

久留米市の
学校給食について
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１ 学校給食の役割 P.3 
２ 実施状況 P. 4 ～ P. 8 
３ 学校給食費 P. 9 ～ P.11
４ 学校給食を取り巻く状況 P.12～ P.16
５ 課題 P.17

久留米市の学校給食について



①適切な栄養摂取に
よる健康の保持増進

②健全な食生活
を営む判断力を
培い、望ましい
食習慣を養う

③学校生活を豊
かにし、明るい
社交性と協同の
精神を養う

⑥伝統的な食文化
への理解を深める

④生命・自然を尊重
する心、環境保全の
態度を養う

⑤食を支える人々
への理解を深める

⑦食料の生産、流通、
消費について正しく
理解させる

学校給食法 第２条

１．学校給食の役割
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自校方式 ３８校

・小学校（田主丸地域を除く） 35校
・北野中学校、城島中学校
・久留米特別支援学校

２．実施状況

センター方式 １４校
（中央学校給食共同調理場）

・中学校（田主丸、北野、
城島中学校以外） 14校

センター方式 ８校
（田主丸学校給食共同調理場）

・田主丸地域の小学校 7校
・田主丸中学校

○ 実施回数（令和８年度予定） 年間１９４回

○ 実施形態
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センター方式自校方式児童
生徒数
（人）

学校数
(校) 児童

生徒数学校数児童
生徒数学校数

9167 15,0413515,95742小学校

7,21815 6702 7,88817 中学校

3041 3041 特別支援

8,13422 16,0153824,14960合 計

【令和８年５月１日現在】

※上記のほか、教職員も合わせると、1日当たり約26,500食の給食を調理しています。

２．実施状況
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２．実施状況
市内共通の年間献立計画をもとに、献立作成委員会が地域
ごとに献立を作成します。

「久留米 東・中・南・西」「田主丸」「北野」
「城島・三潴」「中央共同調理場A・B 」

② 献立は、食材の安定・確実な調達のため、提供日の約２か月
前には作成しています。

○ 献立

【久留米市HP掲載】
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２．実施状況

【地場産の日の料理】 【かみかみ献立の料理】

【久留米市の料理】 【アメリカの料理】

特色ある献立
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２．実施状況
新しい献立・食材の導入

○ 地場農産物を使用した新しい献立

○ 令和7年度に新しく導入した食材（久留米ブロック）
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３．学校給食費

食材費の
急激な値上がり

成⾧期の子どもたちにふさわしい、栄養バランス
がとれた給食を提供するため、令和5年度と令和
７年度に学校給食費を増額改定
（小学校等は令和８年度も＋１００円）

○ 給食費改定状況

保護者
負担額

国・県
支援額

4600 4600 4600 4600 4600

1000 1000 1000 1000

600 600

R4 R5 R6 R7 R8

R5改定
支援額

R7改定
支援額
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「物価高騰重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、

増額分の全額を市が支援 ⇒ 保護者負担額は令和４年度から据え置き

R5

～7

３．学校給食費

月4,100円
[月1000円を支援]月5,100円小学校等

月4,600円

[月1600円を支援]
月6,200円中学校等

※小学校等には特別支援学校小学部を、中学校等には特別支援学校中学部及び高等部を含む

給食費 保護者負担額

R7 給食支援予算額
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３．学校給食費

小学校給食費（食材費）の負担軽減を通じた
子育て支援に取組む自治体を支援するもの

支援基準額

・公立小学校の学校給食に係る食材費を支援
・基準額を超える部分は、学校給食法に基づき、保護者

からの徴収も可能

児童1人あたり 月額5,200円×11か月分

小学校給食費の抜本的負担軽減R８



３．学校給食費

R８ 抜本的負担軽減事業開始 小学校等 月5,200円を支援

Ｒ８ 給食支援予算額
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月0円
[月5,200円を支援]

月5,200円小学校等

月4,600円

[月1600円を支援]
月6,200円中学校等

※小学校等には特別支援学校小学部を、中学校等には特別支援学校中学部及び高等部を含む

給食費 保護者負担額

※中学校等は、引き続き市が月1,600円を支援
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消費者物価指数（食料）
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※消費者物価指数とは
・消費者物価指数は、全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定
するもの。総務省統計局が毎月公表。

・基準となる年の物価を100として、その時々の物価を比較計算した数値となっている。現在の基準年は、2020年(令和2年)。
・「食料」「住居」「光熱・水道」「交通・通信」「教育」など10大費目の指数や総合指数等が公表されている。

消費者物価指数(食料)の推移
消費者物価指数の食料の指数は、前回の給食費改定の検討を行った
令和６年６月時点と比較し、12.４ポイント上昇している。

+12.4

R6.6
116.3

R8.5
128.7

前回改定検討時の物価

４.  学校給食を取り巻く状況
食材価格の上昇
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主食の価格推移

小学校主食 中学校主食

原料（小麦や砂糖、精米）価格の上昇に加え、人件費、燃料費の上昇による加工コストの
増、輸送費の上昇などに伴い、令和６年度以降も価格が上昇している。

中学校主食価格
R６(改定前) 69.34円/食
R８(現在)       105.22円/食
(+35.88円/食)⇒月636.1円増

小学校主食価格
R６(改定前) 42.05円/食
R８(現在) 66.66円/食
(+24.61円/食)⇒月436.3円増

乳価改定や資材費、輸送費の上昇などにより、令和６年度以降も価格が上昇している。

小中学校牛乳価格
200ml パック

R６(改定前) 64.42円/本
R８(現在) 71.22円/本
(+6.8円/本)⇒月120.5円増
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(円)

(円)

４.  学校給食を取り巻く状況
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牛乳の価格推移

牛乳

主食価格（パン、米飯）

牛乳価格



４.  学校給食を取り巻く状況

円安に伴う飼料価格の高騰や人件費・燃料費の上昇、輸送コストの増、輸入品の価格上昇
などにより、特に、牛肉、豚肉、鶏肉や生魚の価格が上昇している。
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主な食材の価格推移（㎏単価・円 税抜き）

値上率
(R4→R8)

Ｒ8Ｒ7Ｒ6Ｒ5Ｒ4食材

28.6 1,8001,6751,6501,6501,400牛肉(スライス)

37.4 1,2501,1251,0251,000910豚肉(スライス)

21.1 1,1501,1001,0501,050950鶏肉（もも身）

48.4 2,8202,3002,0802,0601,900魚（さば）
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主要食材価格の推移

牛肉(スライス) 豚肉(スライス)

鶏肉（もも身） 魚（さば）

※魚（さば）は、ノルウェー産の価格。令和７年1２月
以降は価格高騰のため、使用していない。

主要食材価格（特に肉類、魚類）
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●価格が高い食材の使用量を減らし、低価格な食材へ替える

●だし、ブイヨンの量を減量

米粉パン、変わりパン→ふつうパン
牛肉→鶏もも肉→鶏むね肉
魚 ぶり→さば
ロースハム→プレスハム
小松菜→もやし
はちみつ＆マーガリン→ジャム→ 提供なし

だし用いりこ３ｇ→2.5ｇ、だし用昆布0.5ｇ→0.3ｇ→0
チキンブイヨン8ｇ→5ｇ→0

●ふりかけ、デザートの回数を減らす

●価格が高い献立の回数を減らし、より安価な献立の回数を増やす

ポンカン1個→1/2個
●果物の量を減らす

シーフードスパゲティ（えび、いか入り）→和風スパゲティ

４.  学校給食を取り巻く状況
献立の工夫
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5．課題

１．食材価格の上昇は、成⾧期の子どもたちの心身の
成⾧にふさわしい給食の提供にとって、難しい課題
となっています。今後の食材価格の上昇も含めて、
給食費のあり方についての検討が必要です。

２．国の制度では、重度のアレルギーやその他の疾患、
不登校、宗教上の問題等、やむを得ない事情により、
恒常的に給食を喫食できない場合、給付を行うこと
ができるとなっています。給付を行うかどうかも含
めて検討が必要です。


